
公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

墨田合同庁舎　照
明器具LED化工事

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月2日

有限会社 成川電設
商会
東京都江戸川区南
篠崎町3-6-12

5011702014505 一般競争入札 76,215,158 20,611,800 27.0%

・低入札価格調
査実施
・連盟契約（東京
労働局負担分
\11,854,077-）

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

法人番号

様式２－１



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

池袋公共職業安定
所における所長室
及び会議室の空調
機更新工事

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月8日

東京冷機サービス
株式会社
東京都渋谷区恵比
寿西1-17-12 東京
冷機恵比寿ビル

6011001016557

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号に該当するため。

所長室及び会議室系統の空調について修理不能な故障が発生
した。空調が停止している状態のため緊急的に修繕を要した。 2,420,000 2,420,000 100.0%

上野公共職業安定
所移転に伴うLAN配
線等工事

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月8日

株式会社 スタッフ
東京都目黒区八雲
1-3-9コーポ大樹2
階

4011001148344

会計法第２９条の３第５項及び予算決算及び会計令第９９条第２
号に該当するため

1,126,213 495,000 44.0%

上野公共職業安定
所外１施設　案内標
識設置等工事

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月29日

有限会社 パール工
芸
東京都荒川区東日
暮里6-20-1

1011502010435

会計法第２９条の３第５項及び予算決算及び会計令第９９条第２
号に該当するため

1,346,084 904,200 67.2%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－２



公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

上野公共職業安定
所ほか1施設におけ
る音声付順番表示
器の購入

東京都千代田区九段南1-2-
1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月4日

ローレルバンクマシン
株式会社
東京都港区虎ノ門1‐1‐
2

9010401032062 一般競争入札 5,819,282 3,995,200 68.7%

東京労働局労災補
償課ほか20施設に
おける書籍の購入

東京都千代田区九段南1-2-
1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月9日
ジオワールド株式会社
東京都新宿区山吹町
303番地

6010001143469 一般競争入札 1,349,321 1,196,112 88.6%

マザーズハローワー
ク東京の移転におけ
る備品の購入

東京都千代田区九段南1-2-
1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月10日

株式会社ジョイフル
東京都江東区千石2-
6-14　竹下ビル202号
室

4010601047014 一般競争入札 9,995,417 9,840,600 98.5%

上野公共職業安定
所移転に伴う什器等
の移設作業

東京都千代田区九段南1-2-
1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月11日
株式会社ハンズオン
神奈川県横浜市栄区
上郷町1672

5020001122274 一般競争入札 3,580,098 2,693,900 75.2%

令和6～10年度　東
京障害者職業能力
開発校におけるパソ
コン等のリース（建
築CAD科外4科分）

東京都千代田区九段南1-2-
1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月18日
ＦＬＣＳ株式会社
東京都千代田区神田
練塀町3番地

2010001128507 一般競争入札 117,726,435 116,504,850 99.0% 1者応札

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号

様式２－３



雇用保険電子申請
事務センター飯田橋
分室ほか3施設にお
けるパネル等の購
入

東京都千代田区九段南1-2-
1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月23日

株式会社ジョイフル
東京都江東区千石2-
6-14　竹下ビル202号
室

4010601047014 一般競争入札 5,524,435 4,466,000 80.8%

上野公共職業安定
所ほか1施設におけ
る物品の廃棄業務
委託（単価契約）

東京都千代田区九段南1-2-
1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月29日
株式会社トーホーク
リーン
東京都渋谷区東1-5-4

8011001049167 一般競争入札 5,241,445 2,353,354 44.9%

＠処分費
41円/kg、
＠収集運搬費
62円/kg

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

墨田公共職業安定
所における音声付
順番表示機の増設
等

東京都千代田区九段南
1-2-1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月1日

ローレルバンクマシ
ン　株式会社
東京都港区虎ノ門1
‐1‐2

9010401032062

会計法第29条の3第4項及び予算決算及び会計令第102条の4第
3号
既に設置されている機器と互換性を持つ機器の増設、既存の番
号表示モニターの移設等を実施するにあたり、互換性を持つ機器
を導入できるのは既存の機器の導入業者である左記業者のみで
あるため。

2,750,000 2,750,000 100.0%

令和6年度ハロー
ワーク助成金事務
センター新宿分室及
び新宿第2分室で使
用する備品のレンタ
ル

東京都千代田区九段南
1-2-1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
森　奈美

令和6年7月23日

コーユーレンティア
株式会社
東京都港区新橋6-
17-15

3010401025419

会計法第29条の3第4項及び予算決算及び会計令第102条の4第
3号
国民のセーフティネットである当局の使命を果たすべく、雇用調整
助成金等審査業務を中断させることは一時も許されない状況に
あるところ、左記業者以外と契約した場合、レンタル品の返却・再
納品の工程が必要となり、この間業務は中断されることとなるた
め。

7,092,052 7,092,052 100.0%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－４


